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 平成22年６月23日に提出した第98期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項があったので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものである。 

  

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

   注記事項 

   連結貸借対照表関係  

１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２【訂正事項】



  

 訂正箇所は   線で示している。 

  

第一部【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

 １ 【連結財務諸表等】 

    【注記事項】 

     （連結貸借対照表関係）  

（訂正前）  

                                                   

（訂正後） 

  

３【訂正箇所】

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

※２ 一部の国内連結子会社は、土地の再評価に関する法

律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11

年３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を

行っている。 

※２ 一部の国内連結子会社は、土地の再評価に関する法

律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11

年３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を

行っている。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号及び第

４号に定める方法により算定している。 

・再評価実施日 

平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価格との差額 

△667百万円 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号及び第

４号に定める方法により算定している。 

・再評価実施日 

平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価格との差額 

百万円 △772

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

※２ 一部の国内連結子会社は、土地の再評価に関する法

律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11

年３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を

行っている。 

※２ 一部の国内連結子会社は、土地の再評価に関する法

律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11

年３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を

行っている。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号及び第

４号に定める方法により算定している。 

・再評価実施日 

平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価格との差額 

△667百万円 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号及び第

４号に定める方法により算定している。 

・再評価実施日 

平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価格との差額 

百万円 △722
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